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はじめに
　本論は、卸売業の類型化について考察した
ものである。第 1節では、卸売業の概念、卸
売業の意義、および卸売業の多義性を確認し
た。第 2節では、仲介商業者の分類、つまり、
商法上の問屋、代理商、仲立人について確認
した。第 3 節では、わが国の『商業統計表』
における卸売業の業種別分類は、卸売店舗に
立脚したものであり、こうした分類は日本標
準産業分類に依拠していることを確認した。
第 4節では、卸売業の分類における流通経路
上の垂直的位置に基づく分類を確認した。第
5 節では、卸売業のその他の分類として、商
圏の広狭、立地、遂行する流通機能の範囲を
基準とした分類を確認した。第 6節では、流
通コストの節減として、取引数単純化の原理、
情報縮約・斉合の原理、集中貯蔵の原理、規
模の経済性の原理を確認し、結びとかえてい
る。
第１節　卸売の意味と意義
1　卸売の概念
卸売（wholesaling）と小売（retailing）は
相互に対照的な概念で、各々の原義は、前者
が大口の商品取扱いであるのに対して、後者
は小口の商品取扱いである。このことから両
者を峻別する基準は、本来、1 回あたりの商
品取扱量あるいは販売数量の多寡に求められ
るのが一般的であった 1）。今日においては通
常、卸売および小売は、その販売活動の対象、
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つまり、販売先に基づいて分類されるように
なっている。
2　卸売業者の意義
卸売を事業としている企業は、卸売業者（卸
売商；wholesaler）と呼ばれている。しかし、
卸売は卸売業者に特有の行為ではなく、例え
ば、卸売業者が店舗を設営して、産業消費者
に対して大口に販売を行うこともある。この
場合、卸売と小売のうちどちらが主な事業で
あるのかによって、卸売業者か小売業者であ
るかが判断されることとなる。主な事業であ
るか否かは、売上高 2）により規定される。
この場合の「主な」というのは、企業売上高
の過半を卸売か小売のどちらが占めるのかに
よって判断される。
3　卸売業の多義性
「卸売業」という語句が使用される場合、
それは通常、次の 3つのいずれかを意味して
いる。
1）最終消費者以外に対する販売活動、つ
まり卸売そのもの
2）卸売を主な事業とする企業、つまり卸
売企業
3）卸売事業所 3）、つまり卸売店舗
わが国の『商業統計表』は、主として次の業務を行う事業所を卸売業と
して分類している。 
①小売業者又は他の卸売業者に商品を販売するもの。
②産業用使用者（建設業、製造業、運輸業、飲食店、宿泊業、病院、学校、
官公庁等）に業務用として商品を大量又は多額に販売するもの。
③主として業務用に使用される商品（事務用機械及び家具、病院、美容
院、レストラン、ホテルなどの設備、産業用機械（農業用器具を除く）、
建設材料（木材、セメント、板ガラス、かわらなど）を販売するもの。
④製造業者の会社が、別の場所に経営している自社製品の卸売事業所（主
として管理的事務のみを行っている事業所を除く）。例えば、家電メー
カーの支店、営業所が自社製品を問屋等に販売している場合、その支
店、営業所は卸売事業所となる。
⑤商品を卸売し、かつ同種商品の修理を行う事業所（修理料収入の方が
多くても同種商品を販売している場合は修理業とせず、卸売業とす
る）。
表１　『商業統計表』における卸売業
出所：経済産業省経済産業政策局調査統計部（編）『平成 19 年商業統計表』経済産業省、
2008 年、「利用上の注意」、2 ページより作成。
　わが国の『商業統計表』における卸売業は、
上述のうちの③の意味で使用されている（表
1参照）4）。
第２節　仲介商業者
1　商法上の問屋
「問屋」という語句が使用される場合、そ
れは、卸売業者あるいは仲介商業者としての
問屋、のいずれかを意味している 5）。
前者は、自己の計算と危険負担において、
買取販売を行なう 6）。ここで、買取販売とは、
「みずから商品の所有権を獲得したうえで、
販売を通じて、これをさらに第三者に移転す
ること」7）である。
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これに対して、後者は、他人に委託されて、
商品の販売や購買を行い、一定料の手数料（口
銭）を受けることを業としており 8）、商法に
規定されていることから 9）、商法上の問屋と
も呼ばれている。取引による損益は、委託者
に帰属するが、形式上は、自己の名義で契約
を締結することから、取引の相手方にとって
は、問屋が売買当事者になる 10）。
2　代理商
代理商（agent）は、特定の生産者、商業者、
運送機関、保険機関その他のために、継続的
に、取引の代理または媒介を行なうものであ
る 11）。代理行為を行なう代理商ならびに媒
介行為を行なう代理商は、それぞれ、締約代
理商、媒介代理商と呼ばれている 12）。
ここで、取引の代理とは、取引を「依頼し
た者に代わって、その依頼者のために取引す
ること」13）をいう。つまり、締約代理商は、
その依頼者の名義で取引を行ない、当該取引
による損益をすべて依頼者に帰属せしめねば
ならない。そして、その報酬として、一定の
手数料を受けることになる 14）。取引の媒介
とは、「適切な取引相手の探索・発見、さら
には説得の能力などを欠く者のために、適当
な相手を見つけて、契約が締結できるように
援助する」15）ことをいう。
もちろん、現代の商品流通において、直接
重要な関係をもつのは、商品の販売に関して
代理行為を行なう締約代理商である 16）。
締約代理商は、取引を代行して手数料を受
けるという点では、上述の商法上の問屋と類
似しているが、特定の依頼者のためにも、し
かも、その依頼者の名義で、取引を行なうと
いう点が、異なっている 17）。
3　仲立人
仲立人（broker）は、不特定多数の人々の
ために、商品の売買あるいはその他の商行為
の媒介にあたることを業とするものである
18）。つまり、仲立人は、その依頼者にとって
適切な取引相手を探索・発見することにより、
両者間の取引を円滑かつ迅速に成立ならしめ
ていることになる 19）。
仲立人は、単に取引を媒介するにすぎない
から、契約の当事者になることはなく、契約
当事者名、契約成立の年月日、契約の内容な
ど、取引内容を示したメモないし仲立人証書
を作成して、当事者に交付する。そして、そ
の媒介の報酬として、当事者の一方または双
方から仲立人手数料を受ける 20）。
仲立人は、不特定多数の人々の依頼に応じ
る点が、上述の代理商と異なっている 21）。
以上は、わが国における仲介商業者である
が、アメリカにおいては別の捉え方もなされ
ている 22）。
第３節　卸売業の分類①―業種別分類―
小売業のみならず卸売業においても、伝統
的に、業種別分類がなされることが少なくな
い。業種別分類とは、どのような商品を販売
しているかに注目し、取扱い商品の物理的な
属性の共通性に基づいて分類することであ
る。業種別分類には、前々節 3項から明らか
なように、卸売業者に立脚したものと卸売店
舗に立脚したものの 2つがあることに留意し
なければならない。
業種別分類によると、衣服・身の回り品を
取り扱う卸売業は、「衣服・身の回り品卸売業」
に、食料・飲料を取り扱う卸売業は、「食料・
飲料卸売業」に区分されることになる。複数
の業種にわたって各種商品を取り扱っている
卸売業の場合には、「メインの原則」によって、
主な取扱商品に応じて区分される。
より詳しく述べるならば、卸売業者に立脚
した業種別分類においては、各卸売業者は、
その売上高の半分以上を占める商品によって
区分されるし、また、卸売店舗に立脚した業
種別分類においては、各卸売店舗は、その販
売額の半分以上を占める商品によって区分さ
れるになる。
上述したように、わが国の『商業統計表』
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における卸売業の業種別分類は、卸売店舗に
立脚したものである（表2）。こうした分類は、
日本標準商品分類に依拠している。
第４節　卸売業の分類②―流通経路上の垂直
的位置に基づく分類―
1　仕入先を基準とした分類
　卸売業者は、流通経路における生産者との
表２　『商業統計表』における卸売業の業種別分類
　注：数字は、分類番号である。
出所：経済産業省経済産業政策局調査統計部（編）『前掲書』経済産業省、「利用上の注意」、別表 2 ページ
より筆者作成。
491　各種商品卸売業
4911　各種商品卸売業 ( 従業者が常時 100 人以
上のもの )
　　4919　その他の各種商品卸売業
501　繊維品卸売業 ( 衣服、身の回り品を除く )
　　5011　生糸・繭卸売業
　　5012　繊維原料卸売業 ( 生糸、繭を除く )
　　5013　糸卸売業
　　5014　織物卸売業 ( 室内装飾繊維品を除く )
502　衣服・身の回り品卸売業
　　5021　男子服卸売業
　　5022　婦人・子供服卸売業
　　5023　下着類卸売業
　　5024　寝具類卸売業
　　5025　靴卸売業
　　5026　履物卸売業 ( 靴を除く )
　　5027　かばん・袋物卸売業
　　5029　その他の衣服・身の回り品卸売業
511　農畜産物・水産物卸売業
　　5111　米麦卸売業
　　5112　雑穀・豆類卸売業
　　5113　野菜卸売業
　　5114　果実卸売業
　　5115　食肉卸売業
　　5116　生鮮魚介卸売業
　　5119　その他の農畜産物・水産物卸売業
512　食料・飲料卸売業
　　5121　砂糖卸売業
　　5122　味そ・しょう油卸売業
　　5123　酒類卸売業
　　5124　乾物卸売業
5125　缶詰・瓶詰食品卸売業 ( 気密容器入りの
もの )
　　5126　菓子・パン類卸売業
　　5127　飲料卸売業 ( 日本酒、洋酒、牛乳を除く )
　　5128　茶類卸売業
　　5129　その他の食料・飲料卸売業
521　建築材料卸売業
　　5211　木材・竹材卸売業
　　5212　セメント卸売業
　　5213　板ガラス卸売業
　　5219　その他の建築材料卸売業
522　化学製品卸売業
　　5221　塗料卸売業
　　5222　染料・顔料卸売業
　　5223　油脂・ろう卸売業
　　5229　その他の化学製品卸売業
523　鉱物・金属材料卸売業
　　5231　石油卸売業
　　5232　鉱物卸売業 ( 石油を除く )
　　5233　鉄鋼卸売業
　　5234　非鉄金属卸売業
524　再生資源卸売業
　　5241　空瓶・空缶等空容器卸売業
　　5242　鉄スクラップ卸売業
　　5243　非鉄金属スクラップ卸売業
　　5244　古紙卸売業
　　5249　その他の再生資源卸売業
531　一般機械器具卸売業
　　5311　農業用機械器具卸売業
　　5312　建設機械・鉱山機械卸売業
　　5313　金属加工機械卸売業
　　5314　事務用機械器具卸売業
　　5319　その他の一般機械器具卸売業
532　自動車卸売業
　　5321　自動車卸売業 ( 二輪自動車を含む )
5322　自動車部分品・附属品卸売業 ( 中古品を
除く )
　　5323　自動車中古部品卸売業
533　電気機械器具卸売業
　　5331　家庭用電気機械器具卸売業
5332　電気機械器具卸売業 ( 家庭用電気機械器
具を除く )
539　その他の機械器具卸売業
　　5391　輸送用機械器具卸売業 ( 自動車を除く )
　　5392　精密機械器具卸売業
5393　医療用機械器具卸売業 ( 歯科用機械器具
を含む )
541　家具・建具・じゅう器等卸売業
　　5411　家具・建具卸売業
　　5412　荒物卸売業
　　5413　畳卸売業
　　5414　室内装飾繊維品卸売業
　　5415　陶磁器・ガラス器卸売業
　　5419　その他のじゅう器卸売業
542　医薬品・化粧品等卸売業
　　5421　医薬品卸売業
　　5422　医療用品卸売業
　　5423　化粧品卸売業
　　5424　合成洗剤卸売業
549　他に分類されない卸売業
　　5491　紙・紙製品卸売業
　　5492　金物卸売業
　　5493　肥料・飼料卸売業
5494　スポ－ツ用品・娯楽用品・がん具卸売
業
　　5495　たばこ卸売業
　　5496　ジュエリー製品卸売業
　　5497　代理商、仲立業
　　5499　他に分類されないその他の卸売業
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乖離の程度の小さいものから、すなわち、そ
の仕入先によって、それぞれ、第 1 次卸（1
次卸売商）、第 2 次卸（2 次卸売商）、第 3 次
卸（3次卸売商）、…と呼称される。
　第 1次卸は、生産者から直接に商品を仕入
れる卸売業者である。第 2次卸は、第 1次卸
から商品を仕入れる卸売業者である。第 3次
卸は、第 2次卸から商品を仕入れる卸売業者
である。
　わが国の『商業統計表　二次加工統計表―
流通経路別統計編（卸売業）―』においては、
（法人組織の）卸売業者（卸売店舗）を仕入
先および販売先の双方の観点から、①直取引
卸および元卸
から構成される第 1次卸、②中間卸および最
終卸から構成される第 2次卸、③その他の卸
の 3つに大別している（図１）。
1）第１次卸
　第１次卸は、生産者ないし国外から商品を
仕入れ、産業用使用者、国外、小売業者、あ
るいは他の卸売業者へ、当該商品を販売する
卸売業者（卸売店舗）を総称している。第１
次卸は、その販売先によって、直取引卸と元
卸に分類される。前者は、さらに、商品を産
業用使用者な
いし国外へ販売する他部門直取引卸と小売業
者へ販売する小売直取引卸に分類される。後
者は、他の卸売業者へ商品を販売する卸売業
者（卸売店舗）である。
図１　流通段階と流通経路の関係－仕入先および販売先を基準とした卸売業者 ( 卸売店舗 ) の分類－
出所：経済産業省経済産業政策局調査統計部（編）『平成 19 年商業統計表　二次加工統計表―流通
経路別統計編―』経済産業省、2008 年、「利用上の注意」、別表 1 より作成。
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2　仕入先および販売先を基準とした分類
　2）第 2次卸
　第 2次卸は、他の卸売業者から商品を仕入
れ、さらに他の卸売業者や、産業用使用者、
国外、あるいは小売業者へ、当該商品を販売
する卸売業者（卸売店舗）を総称している
23）。第 2 次卸は、その販売先によって、中間
卸と最終卸に分類される。前者は、他の卸売
業者へ商品を販売する卸売業者（卸売店舗）
である。後者は、産業用使用者、国外、ある
いは小売業者へ、商品を販売する卸売業者（卸
売店舗）である。
3）その他の卸
　その他の卸は、販売先ないし仕入先の少な
くとも一方が、自企業であるような卸売業者
（卸売店舗）を総称しており、販売先が同一
企業内である卸、仕入先が同一企業内である
卸、自店内製造品を販売する卸、の 3つに分
類される。
　販売先が同一企業内である卸は、生産者、
卸売業者あるいは国外から商品を仕入れ、同
一企業内の本支店へ、商品を販売する卸売業
者（卸売店舗）をいう。仕入先が同一企業内
である卸とは、同一企業内の本支店から商品
を仕入れ、同一企業内の本支店、他の卸売業
者、小売業者、産業用使用者、あるいは国外
へ、商品を販売する卸売業者（卸売店舗）を
いう。自店内製造品を販売する卸とは、自店
内で製造した商品を、同一企業内の本支店、
他の卸売業者、小売業者、産業用使用者、あ
るいは国外へ、商品を販売する卸売業者（卸
売店舗）をいう。
第５節　卸売業の分類③―その他の分類―
1　商圏の広狭を基準とした分類
　卸売業者は、その商圏の広狭に基づいて、
全国卸売商（national wholesaler）、地域卸売
商（sectional wholesaler）、局地卸売商（local 
wholesaler）に分類される 24）。
　全国卸売商は、その販売地域が全国的範囲
におよぶ卸売業者である。地域卸売商は、そ
の販売地域がいくつかの都道府県にまたがる
卸売業者である。局地卸売商は、その販売地
域が単一の大都市またはその周辺地域を含め
た範囲に限定される卸売業者である。
　一般的には、全国卸売商、地域卸売商、局
地卸売商は、それぞれ、大規模卸売業者、中
規模卸売業者、小規模卸売業者に相当する
25）。
2　立地を基準とした分類
　卸売業者は、その本社が立地している場所
に基づいて、中央卸売商と地方卸売商に分類
される 26）。
　中央卸売商は、その本社が、東京、大阪、
名古屋などの中央都市に立地している卸売業
者である。地方卸売商は、その本社が、中央
都市以外に立地している卸売業者である。
3　遂行する流通機能の範囲を基準とした
　分類
　卸売業者は、その遂行する流通機能の範囲
に基づいて、完全機能卸売商（full-function 
wholesaler）と限定機能卸売商（limited-func-
tion wholesaler）に分類される 27）。
　完全機能卸売商は、交換機能、情報伝達機
能、輸送機能、保管機能、の 4つからなる流
通機能 28）を、すべて総合的に遂行する卸売
業者である。他方、限定機能卸売商は、流通
機能の一部のみを行う卸売業者であり、現金
持ち帰り卸売商（cash and carry wholesaler）
などが、これに相当する。
第６節　流通コストの節減
　商業者が生産者と消費者の間に介在し、消
費者のニーズや欲求を充足するような財を複
数の生産者から取り揃えることで、流通コス
ト 29）が節減されることが少なくない。こう
した流通コストの節減は、1 取引数単純化の
原理、2 情報縮約・斉合の原理、3 集中貯蔵
の原理、4 規模の経済性の原理などに基づく
ものである 30）。
卸売業類型化について
－39－
1　取引数単純化の原理
　取引数単純化の原理とは、生産者と消費者
間で、直接取引が行われるよりも、商業者が
両者間に介在し、あらゆる取引がこうした商
業者を介して行われる方が、社会的な取引数
は少なくなり、結果的に流通コストが節減さ
れるということを意味しており、取引総数極
小化の原理と呼ばれることもある。
　例えば、3 人の生産者と 4 人の消費者の間
で、直接取引が行われる場合、社会的な取引
数は、3× 4＝ 12になる（図 2参照）。ここで、
生産者と消費者の間に、1 人の商業者が介在
し、あらゆる取引がこうした商業者を通じて
行われるとすれば、社会的な取引数は、3 ＋
4 ＝ 7（＜ 12）になる。これは、商業者が生
産者と消費者の間に介在することで、社会的
な取引数が単純化されたことを示している。
　つまり、生産者と消費者の数を、それぞれ
p，c として、両者間で直接取引が行われる
場合、社会的な取引数はｐ・ｃとなる。ここ
で、生産者と消費者の間に、w 人の商業者が
介在し、あらゆる取引がこうした商業者を介
して行われるとすると、社会的な取引数は、
ｍ（ｐ＋ｃ）となる。つまり、ｍ＜ｐ・ｃ／
（ｐ＋ｃ）であるかぎり、社会的な取引数は、
商業者の介在で少なくなることとなり、流通
コストが節減される。
2　情報縮約・斉合の原理
　情報縮約・斉合の原理とは、商業者が生産
者と消費者の間に介在し、消費者のニーズや
欲求を充足するような財を複数の生産者から
取り揃えることで、商業者において、生産者
の事情に関する情報と消費者の事情に関する
情報の双方が縮約され、なおかつ、それらが
図２　取引数単純化の原理
出所：筆者作成。
 2 
図 2 取引数単純化の原理 
生産者と消費者の間で、商業者が介在しない場合 
（生産者が 3人、消費者が 4人のとき） 
 
 
 
取引総数＝12 
 
 
 
生産者と消費者の間に、商業者が介在する場合 
（生産者が 3人、商業者が１人、消費者が 4人のとき） 
 
 
 
取引総数＝7 
 
 
 
       出所：筆者作成。 
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斉合されることで取引が促進され、結果的に
流通コストが節減されることを意味している
31）。
3　集中貯蔵の原理
　集中貯蔵の原理（principle of mass reserves）
は、社会的な総在庫量は、生産者と消費者の
間で直接取引が行われるよりも、商業者が生
産者と消費者の間に介在し、集中的に在庫す
る方が少なくなり、結果的に流通コストが節
減されるということをその内容としており、
不確実性プールの原理（principle of pooling 
uncertainty）と呼ばれることもある。
4　規模の経済性の原理
　商業者が生産者と消費者の間に介在し、消
費者のニーズや欲求を充足するような財を複
数の生産者から取り揃える過程で、流通フ
ロー 32）が商業者に収束される。つまり、商
業者は、流通機能を構成する諸活動に関して、
規模の経済性を享受することが可能となり、
結果的に流通コストが節減されることにな
る。
注
1）兼村栄哲「流通機構」兼村栄哲・青木均・
林一雄・鈴木孝・小宮路雅博『現代流通論』
　八千代出版、1999 年、42 ページ。
2）売上高は、企業という制度体に立脚して
いる概念である。売上高と類似のものとし
て販売額があるが、これは、事業所（店舗）
という属地体に立脚している概念である。
林周二『流通研究入門―その概念と統計―』
日本経済新聞社、1975 年、61 ページ。
3）事業所とは、財の生産あるいはサービス
の提供といった行為が、業として行われて
いる個々の物理的な場所である。林、同上
書、75 ページ。
4）わが国の『商業統計表』における卸売業
には、次節で述べる仲介商業者も含まれて
いることに留意する必要がある。
5）久保村隆祐「流通機構と商業」久保村・
荒川編著、前掲書、第 4章所収、201 ページ。
6） 尾崎朔「仲継商業の機能と形態―商業の
特殊部面―」久保村隆祐・原田俊夫編『商
業学を学ぶ』〔第 2 版〕有斐閣、1984 年、
第 6章所収、101 ページ。
7）同上論文、101 ページ。
8）久保村、前掲論文、201 ページ。
9）商法は、第 551 条において、問屋を以下
に規定している。
　「問屋トハ自己ノ名ヲ以テ他人ノ為メニ物
品ノ販売又ハ買入ヲ為スヲ業トスル者ヲ謂
フ」
10）久保村、前掲論文、201 ページ。
11）同上論文、201 ページ。商法第 27 条参照。
12）尾崎、前掲論文、102 ページ。
13）久保村、前掲論文、201 ページ。
14）同上論文、201 ～ 202 ページ。
15）尾崎、前掲論文、104 ページ。
16）同上論文、102 ページ。
17）久保村、前掲論文、202 ページ。
18）尾崎、前掲論文、104 ページ。商法第
543 条参照。
19）久保村、前掲論文、201 ページ。
20）同上論文、201 ページ。
21）同上論文、202 ページ。
22）アメリカにおける主な卸売業者の種類は、
表３のとおりである。
23）仕入先を基準とした卸売業者の分類にお
ける第２次卸と、仕入先および販売先を基
準とした卸売業者の分類における第２次卸
とでは、名辞が同一でも、その内容は必ず
しも一致するとは限らないことに留意しな
ければならない。例えば、< 生産者 > → <
卸売業者（a）> → < 卸売業者（ｂ）> → <
卸売業者（ｃ）> → < 小売業者 > → < 消費
者 > という流通経路を想定した場合、仕
入先を基準とした卸売業者の分類における
第２次卸には、卸売業者（ｂ）のみが相当
するが、仕入先および販売先を基準とした
卸売業の分類における第２次は、卸売業者
卸売業類型化について
－41－
（ｂ）のみならず、卸売業者（ｃ）も相当
することになる。
24）大野勝也「卸売業」大野勝也・岡本喜裕
『流通要論』白桃書房、1995 年、第 6章所収、
188 ページ。
25）同上論文、188 ページ。
26）同上論文、189 ページ。
27）同上論文、190 ページ。
28）流通機能の種類と内容は、表４のとおり
である。
表３　アメリカにおける主な卸売業者の種類
出所：Kotler, P., and K. L. Keller, Marketing Management ,12th ed, Prentice-Hall, 2006,pp.456-
457.　（恩蔵直人監修『コトラー＆ケラーのマーケティング・マネジメント』ピアソン・
エディケーション、2008 年、649 ページの表 16-4 を改変し、筆者作成）。
表４　流通機能の種類と内容
出所：兼村栄哲「流通の社会的役割と流通機能」兼村栄哲・青木均・林一雄・鈴木孝・小
宮路雅博『現代流通論』八千代出版、1999 年、5 ページの表 1-2 を改変し、筆者作成。
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1 7 )  久 保 村 、 前 掲 論 文 、 2 0 2 ペ ー ジ 。  
1 8 )  尾 崎 、 前 掲 論 文 、 1 0 4 ペ ー ジ 。 商 法 第 5 4 3  
  条 参 照 。  
1 9 )  久 保 村 、 前 掲 論 文 、 2 0 1 ペ ー ジ 。  
2 0 ） 同 上 論 文 、 2 0 1 ペ ー ジ 。  
2 1 )  同 上 論 文 、 2 0 2 ペ ー ジ 。  
2 2 )  ア メ リ カ に お け る 主 な 卸 売 業 者 の 種 類  
  は 、 表 ３ の と お り で あ る 。  
 
表 ３  ア メ リ カ に お け る 主 な 卸 売 業 者 の 種
類  
マ ー チ ャ ン ト ・  
ホ ー ル セ ラ ー  
製品の所有権を取得する独立事業者。フルサービス
および限定サービスの仲買人、流通業者、工具類卸
売業者がいる。  
フ ル サ ー ビ ス の
卸 売 業 者  
在庫を持ち、セールス・ホース（販売部隊）を抱え、
クレジットを供与し、配送を行い、経営を支援する。 
限 定 サ ー ビ ス の
卸 売 業 者  
「現金持ち帰り卸売業」は回転が早く限定さ れた製
品ラインを扱い、小口の小売業者に対して現金販売
を行う。  
ブ ロ ー カ ー と  
代 理 業 者  
「ブローカー」は買い手と売り手を引き合わせて交
渉をまとめる。「代理業者」はより長期的に買い手も
しくは売り手の代理を務める。  
製 造 業 者 や 小 売  
業 者 の 販 売 支 店
と 営 業 所  
独立の卸売業者ではなく、買い手や売り手自身が行
う卸売活動のことである。  
専 門 卸 売 業 者  農産物仲介業者、石油バルク・プラントやターミナ
ル、オークション会社がある。  
出 所 ： K o t l e r ,  P . ,  a n d  K .  L .  K e l l e r ,  M a r k e t i n g  
M a n a g e m e n t  , 1 2 t h  e d ,  P r e n t i c e - H a l l ,  2 0 0 6 ,  
 p p . 4 5 6 - 4 5 7 .  （ 恩 蔵 直 人 監 修 『 コ ト ラ ー ＆
ケ ラ ー の マ ー ケ テ ィ ン グ ・ マ ネ ジ メ ン ト 』
ピ ア ソ ン ・ エ デ ィ ケ ー シ ョ ン 、 2 0 0 8 年 、 6 4 9
ペ ー ジ の 表 1 6 - 4 を 改 変 し 、 筆 者 作 成 ）  
 
2 3 ）  仕 入 先 を 基 準 と し た 卸 売 業 者 の 分 類 に お  
 け る 第 ２ 次 卸 と 、 仕 入 先 お よ び 販 売 先 を 基  
 準 と し た 卸 売 業 者 の 分 類 に お け る 第 ２ 次 卸   
 と で は 、 名 辞 が 同 一 で も 、 そ の 内 容 は 必 ず  
 し も 一 致 す る と は 限 ら な い こ と に 留 意 し な  
 け れ ば な ら な い 。 例 え ば 、 < 生 産 者 > → < 卸  
  者 ( a ) > → < 卸 売 業 者 ( ｂ ) > → < 卸 売 業 者 ( ｃ ) >  
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  → < 小 売 業 者 > → < 消 費 者 > と い う 流 通 経 路  
 を 想 定 し た 場 合 、 仕 入 先 を 基 準 と し た 卸 売  
 業 者 の 分 類 に お け る 第 ２ 次 卸 に は 、 卸 売 業  
 者 ( ｂ ) の み が 相 当 す る が 、 仕 入 先 お よ び 販  
  を 基 準 と し た 卸 売 業 の 分 類 に お け る 第 ２ 次  
  は 、 卸 売 業 者 ( ｂ ) の み な ら ず 、 卸 売 業 者 ( ｃ )  
  も 相 当 す る こ と に な る 。  
2 4 )  大 野 勝 也 「 卸 売 業 」 大 野 勝 也 ・ 岡 本 喜 裕
『 流 通 要 論 』 白 桃 書 房 、 1 9 9 5 年 、 第 6 章 所
収 、 1 8 8 ペ ー ジ 。  
2 5 ）  同 上 論 文 、 1 8 8 ペ ー ジ 。  
2 6 ）  同 上 論 文 、 1 8 9 ペ ー ジ 。  
2 7 ）  同 上 論 文 、 1 9 0 ペ ー ジ 。  
2 8 ） 流 通 機 能 の 内 容 は 、 次 の と お り で あ る 。  
 
 表 ４  流 通 機 能 の 種 類 と 内 容  
種 類  内 容  
交 換 機 能  
生産者から消費者に、財の所有権ないしサービスの使用権を
移転するための諸活動。販売活動と購買活動がその中心を占
めている。  
情 報 伝 達  
機 能  
財 な い し サ ー ビ ス の 生 産 者 の 事 情 に 関 す る 情 報 を 消 費 者 に
伝達したり、あるいは、その消費者の事情に関する情報を生
産者に伝達したりするための諸活動。前者には、広告活動、
人的販売活動、販売促進活動、パブリシティ活動などが、後
者には、市場調査活動などがある。  
輸 送 機 能  生産地点から消費地点へ財を移転するための諸活動。輸送活
動、包装活動、荷役活動などがある。  
保 管 機 能  生産時点から消費時点へ財を移転するための諸活動。保管活
動、包装活動、荷役活動などがある。  
出 所 ： 兼 村 栄 哲 「 流 通 の 社 会 的 役 割 と 流 通 機   
  能 」 兼 村 栄 哲 ・ 青 木 均 ・ 林 一 雄 ・ 鈴 木 孝 ・  
  小 宮 路 雅 博 『 現 代 流 通 論 』 八 千 代 出 版 、  
  1 9 9 9 年 、 5 ペ ー ジ の 表 1 - 2 を 改 変 し 、 筆  
  者 作 成 。  
2 9 ）  流 通 コ ス ト と は 、 流 通 活 動 の 遂 行 に か か   
 る コ ス ト の こ と で あ る 。 こ れ に は 、 社 会 的   
 に 把 握 さ れ る も の と 、 個 別 企 業 に お い て 把  
 握 さ れ る も の が あ る 。 前 者 に は 、 最 終 消 費  
 段 階 の 商 品 価 格 と 商 品 の 生 産 原 価 と の 差 と  
 し て 把 握 さ れ る 。 そ の 場 合 、 流 通 コ ス ト は  
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29）流通コストとは、流通活動の遂行にかか
るコストのことである。これには、社会的
に把握されるものと、個別企業において把
握されるものがある。前者には、最終消費
段階の商品価格と商品の生産原価との差と
して把握される。その場合、流通コストは
流通業者と生産者の流通活動の遂行にかか
る費用と利潤とが含まれる。ここでは、消
費者が行う流通活動の費用が含まれないこ
とに注意する必要がある。後者においては、
商品の販売にかかる費用が該当する。この
場合、流通コストには、販売員の人件費、
広告宣伝費、情報処理費、輸送費、保管費、
営業用資材償却分などの費目が含まれる
（青木均「流通コスト」宮澤永光監修『基
本流通用語辞典』〔改定版〕白桃書房、
2007 年、307 ページ。）
30）田村正紀「商業部門の形成と変動」鈴木
安昭・田村正紀『商業論』有斐閣、1980 年、
69 ～ 73 ページ。ちなみに、取引数単純化
の原理および集中貯蔵の原理は、卸売業者
の存立根拠として、ホール（M.Hall）によ
り 提 唱 さ れ た も の で あ る。Hall, M., 
Distributie Trading:An Economic Analysis,  
Hutchinson’s University Library,1948,pp.80-82.
（片岡一郎訳『商業の経済理論―商業の経
済学的分析―』東洋経済新報社、1957 年、
108 ～ 111 ページ）
31）田村、前掲論文、71 ページ。
32）流通フローとは、表 4であげた流通機能
が、効率よくかつ効果的に遂行されること
で、商品が①財の場合には、その所有権、
物理的な財それ自体、情報、貨幣が、②サー
ビスの場合には、その使用権、情報、貨幣
が、生産と消費の間を順調に移転すること
になる。ここで、財の所有権、物理的な財
それ自体、サービスの使用権は、生産から
消費に向かい一方向に移転する。また、情
報は、生産と消費の間を双方向的に移転す
る。一般に、財の所有権ないしサービスの
使用権についての移転は、商的流通ないし
取引流通と呼ばれており、また商流と略称
されることもある。物理的な財それ自体の
移転は、物的流通と呼ばれており、物流と
略称されることもある。情報についての移
転は、情報流と呼ばれており、貨幣につい
ての移転は、資金流と呼ばれている。流通
フローとは、これらの移転を総称したもの
で、マーケティング・フローと呼ばれるこ
ともある（兼村栄哲「流通フロー」宮澤永
光監修『基本流通用語辞典』〔改定版〕白
桃書房、2007 年、311 ページ）。
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